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○災害からの安全な京都づくり条例施行規則（平成28年京都府規則第39号）

（用語）

第１条 この規則で使用する用語は、災害からの安全な京都づくり条例（平成28年京都府条例第

41号。以下「条例」という。）で使用する用語の例による。

（想定し得る最大規模の降雨に係る基準）

第２条 条例第２条第４号イに規定する規則で定める基準は、水防法（昭和24年法律第193号）

第14条第１項に規定する国土交通大臣が定める基準に準じて知事が定める基準とする。

（災害の発生の防止又は災害が発生した場合における被害の軽減を図るために必要な情報）

第３条 条例第２条第４号ウに規定する規則で定める情報は、次に掲げる情報とする。

(1) 想定される大規模な地震が発生した場合における府内の各地域の震度についての情報

(2) 地震が発生した場合に、地盤の液状化が想定される区域及び当該区域において想定される

地盤の液状化の危険性の程度についての情報

(3) ため池が決壊した場合に浸水が想定される区域及び当該区域において想定される水深につ

いての情報

(4) 雨水出水（水防法第２条第１項に規定する雨水出水をいう。）による浸水の被害が発生し

たことがある区域についての情報（当該情報の公表の日前10年を超えない範囲内で知事が定

める期間に当該被害が発生したことがある区域についての情報に限る。）

(5) 高潮による浸水の被害が発生したことがある区域及び当該区域における水深についての情

報（当該情報の公表の日前10年を超えない範囲内で知事が定める期間に当該被害が発生した

ことがある区域及び当該区域における水深についての情報に限る。）

（特定災害危険情報）

第４条 条例第12条の規則で定める災害危険情報は、条例第２条第４号アの(ｳ)及び(ｵ)並びにイ

に規定する災害危険情報とする。

（開発行為に伴う調整池の設置基準）

第５条 条例第17条の規則で定める基準は、開発行為をしようとする者の行う開発行為が、その

開発行為をしようとする土地の雨水流出量（土地に浸透又は滞留をせずに流出する雨水の量を

いう。）の増加をもたらすこととする。

（開発行為に関する届出）

第６条 条例第18条第１項の規則で定める開発行為は、次に掲げるものとする。

(1) 河川、下水道その他の水路（雨水を流下させるものに限る。）を整備し、又は維持するこ

とを目的として行う開発行為

(2) 農地又は森林を保全することを目的として行う開発行為

(3) 砂防法（明治30年法律第29号）第１条に規定する砂防工事、地すべり等防止法（昭和33年

法律第30号）第２条第４項に規定する地すべり防止工事又は急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律（昭和44年法律第57号）第２条第３項に規定する急傾斜地崩壊防止工事とし

て行う開発行為

(4) 道路法（昭和27年法律第180号）第２条第１項に規定する道路（同条第２項第６号に規定する自
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動車駐車場及びこれと一体として整備される同項各号に規定する道路の附属物（同項第６号に規定す

る自動車駐車場を除く。）並びに同法第48条の４に規定する自動車専用道路と道路とを連結する施設

を除く。）、土地改良法（昭和24年法律第195号）第２条第２項第１号に規定する土地改良施設である

農業用道路、港湾法（昭和25年法律第218号）第２条第５項に規定する港湾施設（同条第６項の規定

により港湾施設とみなされた施設を含む。）である道路又は漁港漁場整備法（昭和25年法律第137号）

第３条に規定する漁港施設（同法第40条第１項又は第２項の規定により漁港施設とみなされた施設を

含む。）である道路を整備することを目的として行う開発行為

(5) 非常災害のために必要な応急措置として行う開発行為（当該応急措置が終了した後に当該

開発行為前の土地利用の状況に戻されることが確実な場合に限る。）

(6) 仮設の建築物の建築その他の土地を一時的な利用に供することを目的として行う開発行為

（当該利用に供された後１年以内に当該開発行為前の土地利用に戻されることが確実な場合

に限る。）

(7) 前各号に掲げるもののほか、知事が別に定める開発行為

２ 知事は、前項第７号の開発行為を定めたときは、その旨及びその内容を告示するものとする。

これを変更したときも、同様とする。

３ 条例第18条第１項の規定による届出は、開発行為届（別記第１号様式）により行わなければ

ならない。

４ 開発行為届には、図面その他の開発行為の内容を示す書類を添付しなければならない。

５ 条例第18条第１項第７号の規則で定める事項は、開発行為の規模とする。

（重要開発調整池に関する技術的基準）

第７条 条例第18条第２項の規則で定める技術的基準は、開発行為をしようとする土地の現に有

する浸水による被害の防止の機能に依存する地域において、浸水による被害が発生する可能性

を低減するように知事が定める基準とする。

２ 知事は、前項の技術的基準を定めたときは、その旨を告示するものとする。これを変更した

ときも、同様とする。

（重要開発調整池の設置の完了の届出）

第８条 条例第20条第１項の規定による届出は、重要開発調整池設置完了届（別記第２号様式）

により行わなければならない。

２ 重要開発調整池設置完了届には、重要開発調整池所有者等であることを証する書類及び重要

開発調整池の状況を示す写真その他の資料を添付しなければならない。

（重要開発調整池に係る検査の結果の告示）

第９条 条例第20条第２項の規定による告示は、次に掲げる事項を京都府公報（以下「公報」と

いう。）に登載して行うものとする。

(1) 重要開発調整池の所在地

(2) 重要開発調整池所有者等の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

（重要開発調整池所有者等の届出）

第10条 条例第21条第２項の規定による届出は、重要開発調整池機能喪失届（別記第３号様式）

により行わなければならない。
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２ 重要開発調整池機能喪失届には、写真その他の重要開発調整池の機能が失われたことを示す

資料を添付しなければならない。

３ 条例第21条第３項の規定による届出は、重要開発調整池所有者等変更届（別記第４号様式）

により行わなければならない。

４ 重要開発調整池所有者等変更届には、土地の登記事項証明書その他の重要開発調整池所有者

等を変更したことを証する書類を添付しなければならない。

（重要開発調整池所有者等の義務の特例の告示）

第11条 条例第23条第２項の規定による告示は、次に掲げる事項を公報に登載して行うものとす

る。

(1) 重要開発調整池の所在地

(2) 重要開発調整池所有者等の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

(3) 被害を発生させるおそれが減少し、又は公益上の理由があると認めた理由

（特定防災対策）

第12条 条例第39条第１項の規則で定める防災対策は、次に掲げるものとする。

(1) 建築物等に雨水貯留浸透機能を備え、又は維持すること。

(2) 建築物等に浸水による被害を軽減する機能を備え、又は維持すること。

(3) 建築物等の耐震性能又は耐火性能の向上を図ること。

(4) その他知事が必要と認める防災対策

（指定施設の指定の告示）

第13条 条例第39条第３項の規定による告示は、次に掲げる事項を公報に登載して行うものとす

る。

(1) 指定施設の所在地

(2) 指定施設の用途

(3) 指定施設所有者等の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる

事務所の所在地）

(4) 特定防災対策の内容

(5) 指定する理由

（指定排水機等に係る知事への協議）

第14条 条例第40条第２項の規定による協議は、排水計画作成協議書（別記第５号様式）に、同

条第１項に規定する排水計画の案を添付してしなければならない。

（特定防災対策実施の届出）

第15条 条例第41条第２項の規定による届出は、特定防災対策実施届（別記第６号様式）により

行わなければならない。

２ 特定防災対策実施届には、写真その他の特定防災対策が講じられたことを示す資料を添付し

なければならない。

（指定施設の用途の廃止等に係る届出）
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第16条 条例第42条第１項の規定による届出は、指定施設用途廃止等届（別記第７号様式）によ

り行わなければならない。

２ 知事は、前項の届出があった場合において、指定施設が災害に対する安全性が失われたこと

又は用途を廃止したことを確認する必要があると認めたときは、当該届出をした者に対し、写

真その他の災害に対する安全性が失われたこと又は用途を廃止したことを示す資料の提出を求

めることができる。

（指定施設所有者等の変更の届出）

第17条 条例第42条第２項の規定による届出は、指定施設所有者等変更届（別記第８号様式）に

より行わなければならない。

２ 指定施設所有者等変更届には、指定施設所有者等を変更したことを証する書類を添付しなけ

ればならない。

（指定施設の指定の解除の告示）

第18条 条例第43条第２項の規定による告示は、次に掲げる事項を公報に登載して行うものとす

る。

(1) 指定施設の所在地

(2) 指定施設の用途

(3) 指定施設所有者等の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる

事務所の所在地）

(4) 特定防災対策の内容

(5) 指定を解除する理由

（身分証明書）

第19条 条例第53条第２項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書（別記第９号様式）によ

るものとする。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第６条から第11条まで及び第19条の規定は、平

成29年７月１日から施行する。


